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1. 本計画策定の背景 

1.1. デジタル人材が求められる背景 

我が国は、既に人口減少時代に突入し、かつて経験したことのない人口減少や少子高齢化が進行しています。総

務省が立ち上げた自治体戦略 2040 構想研究会によると、今後の行政運営は、団塊ジュニア世代が高齢者に差し

掛かる 2040 年頃に向けて、従来の半分の職員数でも自治体として本来担うべき機能が発揮でき、量的にも質的にも

困難さを増す課題を突破できるような仕組みを構築する必要があるとしています。 

また、近年流行している新型コロナウイルス感染症は、社会に大きな変容をもたらしました。国が示す「新しい生活様

式」に対応するため、人々の暮らしや考え方が急速に変化しており、社会全体のデジタル化が求められています。 

今後、地方自治体においては、このような状況下においても、行政サービスの質を維持していくため、デジタル技術を

活用した業務の在り方そのものの刷新が求められており、こうしたデジタル技術を活用した業務の変革を担うことができる

人材の育成が急務となっています。 

1.2. 本計画策定の趣旨 

令和２年１２月、政府において「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が決定され、目指すべきデジタル

社会のビジョンとして「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現で

きる社会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」が示されました。 

また、令和４年６月に「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が閣議決定され、目指すべきデジタル社会のビジョ

ンとして改めて位置づけられました。このビジョンの実現のためには、住民に身近な行政を担う自治体、とりわけ市町村の

役割は極めて重要とされています。 

この「デジタル社会の実現に向けた重点計画」において掲げられた「デジタル社会の実現に向けた構造改革」及び「デ

ジタル田園都市国家構想の実現」は、国・自治体が歩調を合わせて取り組むデジタル社会の実現に向けた基本戦略

であり、自治体においても両戦略に基づいた取り組みが期待されています。 

 

【図表 1-1 デジタル社会の実現に向けた動向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四日市市（以下、「本市」という。）においては、市の将来を見据えた総合的・計画的なまちづくりの指針となる「四

日市市総合計画（２０２０年度～２０２９年度）」を策定し、「ゼロからイチを生み出すちから イチから未来を四

日市」をスローガンに、変化の激しい時代における都市間競争に勝ち抜くために様々な取り組みを計画し、推進していま

す。 

デジタル社会の実現に向けた動向 

国の動向 

市の動向 

R2.12 デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針、自治体 DX 推進計画 

R4.6 デジタル社会の実現に向けた重点計画 

R4.3 四日市市情報化実行計画 

R2.4 四日市市総合計画（2020 年度～2029 年度） 
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その中の取り組みの一つとして、ＩＣＴを活用した市民サービスの利便性の向上や行政事務の効率化などを目指す

「スマート自治体の実現」を掲げており、各種情報化施策の取り組みを開始しました。 

これらの状況を踏まえ、デジタル社会の早期実現に向けた取り組みを加速化させるために、令和４年３月に国の「自

治体ＤＸ推進計画」と歩調を合わせた「四日市市情報化実行計画」を策定しました。今後、計画に基づき施策を推

進していくためには、その担い手となる四日市市デジタル人材（以下、デジタル人材と呼称）を全庁的に充実させる必

要があります。 

 しかし、現状はデジタル人材の育成手法が確立されておらず、また、デジタル技術を活用した業務の変革を自分ごとと

して捉えて実行する職場の風潮も醸成できていないことが課題となっています。 

四日市市デジタル人材育成計画（以下、「本計画」という。）は、このような背景を踏まえ、職員のデジタル人材育

成の具体的な取り組みや育成内容を示すものです。 

1.3. 本計画の位置づけ 

本市においては、「四日市市総合計画（２０２０年度～２０２９年度）」に掲げた「スマート自治体の実現」を

推進するための個別計画として、令和４年 3 月に「四日市市情報化実行計画」を策定しました。この中で掲げる個別

施策「デジタル人材育成」を推進するために令和 4 年 9 月に「デジタル人材育成基本方針」を策定し、本市におけるデ

ジタル人材の定義や育成に関する考え方等を定めました。 

本計画は、この基本方針に基づき、具体的な人材育成の対象者や進め方、研修内容等を定めるものとして位置づ

けます。 

 

【図表 1-2 本計画の位置づけ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四日市市総合計画 
（２０２０～２０２９年度） 

四日市市情報化実行計画 

（令和４年３月） 
 

個別施策  デジタル人材の育成 

四日市市デジタル人材育成基本方針 
（令和４年９月） 

四日市市デジタル人材育成計画 
（令和５年３月） 
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1.4. 本計画の対象期間 

本計画の対象期間は、令和５年度から令和７年度までの３年間とします。 

 

1.5. デジタル人材育成の目的 

デジタル人材育成の目的は、育成された人材が活躍し、市民サービスや業務に関するＤＸを推進することです。人

材の育成自体を目的化せず、ＤＸの推進を目的とする人材育成プロセスを構築することが重要です。こうした背景から、

令和４年度に全管理職がデジタル人材に関する考察や意見交換を行い、「私たちが必要とするデジタル人材像」及び

その育成像を形成しました。令和５年度より研修を実施し、令和６年度以降は育成されたデジタル人材が活躍し、Ｄ

Ｘ施策の立案が行われることを目指します。 

 

【図表 1-3 デジタル人材育成プロセスの全体像】 
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2. デジタル人材の定義 

2.1. デジタル人材とは 

デジタル人材とは、社会全体が変革を目指す中、ＡＩ等の先進技術について一定の知見を有し、それらを利活用

することで、新たな付加価値を生み出す人材のことを指します。 

2.2. デジタル人材の分類と役割 

本市の職員は、令和７年度を終えるまでに全員がデジタル人材となり、全庁的に自治体ＤＸの推進に貢献すること

を目指します。デジタル人材はその役割により、「ＤＸ推進マネージャー」、「ＤＸ推進リーダー」、「ＤＸ推進員」、「Ｄ

Ｘ推進アドバイザー」に分類します。本計画の策定を目的として令和４年度に実施した管理職対象ワークショップでの

考察結果に基づき、ＤＸ推進リーダーの育成人数は、各課の２０％程度と設定します。 

 

【図表 2-1 デジタル人材の分類と役割】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3. ＤＸ推進リーダーの選出 

ＤＸ推進リーダーは各課において、以下の優先順位を基準に所属長にて選出します。 

なお、選出数の目安は、各課職員数の２０%程度(１名以上)とし、上限は設けないこととします。 

＜優先順位＞ 

① 意欲ある職員 

② 課長補佐級、係長級職員 

③ 管理職職員 

 
 
 
 

デジタル人材の分類 主な役割 

ＤＸ推進リーダーより提案されるＤＸ施策推進に関して全庁的な視
点で実現性の判断、助言を行う。 
ＤＸ推進リーダーやＤＸ推進員が自律的かつ継続的にＤＸ活動を推

進できるよう環境面を支援する。 

ＤＸ活動の推進に向けて、内部や外部の人材・組織と連携しながら職
員を指導・監督する。 

ＤＸの推進リーダーとしてＤＸ活動を具体的に企画し、ＤＸ推進員と
協力して各課のＤＸ推進施策を立案し、ＤＸ推進アドバイザーと連携
して実現のための予算化を行う。 

ＤＸ推進リーダーの企画するＤＸ推進活動の目的を理解し、ＤＸ推
進リーダーを支援しながら各課のＤＸ推進に貢献する。 

ＤＸ推進マネージャー 
(管理職) 

 

 
ＤＸ推進リーダー 
(各課の２０％程度) 

 

 ＤＸ推進員 
(その他職員) 

 

ＤＸ推進アドバイザー 
(ＩＣＴ戦略課) 
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2.4. デジタル人材の育成人数 

デジタル人材は原則所属長が年度毎に任命するものとし、任命された職員は所定の研修を受講するものとします。 

任命された職員は、デジタル人材候補者となり、所定の研修を受講することによりデジタル人材と称します。令和５

年度の終了時点でデジタル人材は約１，１００名を想定しています。以下に育成年度と人数を示します。 

 

【図表 2-2 デジタル人材の育成人数】 

年度 育成するデジタル人材 合計 

ＤＸ推進マネージャー ＤＸ推進リーダー ＤＸ推進員 

令和５年度 ２２０名 ２５０名 ６３０名 １，１００名 

令和６年度 ０名 １５０名 ４００名 ５５０名 

令和７年度 ０名 １５０名 ４００名 ５５０名 

計 ２２０名 ５５０名 １，４３０名 ２，２００名 

 

【図表 2-3 育成対象者の内訳】 

組織機構 対象者 概算人数 

市長部局ほか 全職員※１ １，５００名 

消防本部 全職員※１ ３５０名 

上下水道局 全職員※１ １８０名 

市立四日市病院 事務局の職員※１ ４０名 

教育委員会 全職員※１ １３０名 

合計 ――― ２，２００名 

※ 育成対象者は、市採用の職員を基本とする。 

※１ 部長級職員、労務職、会計年度任用職員は含めない。 
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3. デジタル人材に必要なスキル 

3.1. 身に付けるスキル領域 

デジタル人材は、市職員として求められる資質や能力の保有を基本とし、「ＩＴ」「データ」「デザイン」の３領域の能

力を身に付けるものとします。ＩＴとは、情報技術を指し、正しく効率的にＩＴを利活用できる知識やスキルを指します。

データとは、業務上扱う情報を指し、データの重要性を理解し、適切に取り扱う知識やスキルを指します。デザインとは、

問題解決の思考法や具体的手段を指し、デザイン思考に基づき課題設定や課題解決ができる知識やスキルを指しま

す。職層や担当業務に必要とされる割合で、３領域の知識やスキルを高めることを目指します。 

 
 

【図表 3-1 身に付ける３領域の能力】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.2. スキルマップ 

デジタル人材の役割や人材イメージを踏まえた、より専門的な知識の習得及びＩＣＴ活用能力の向上を図るため

の研修プログラムの体系（スキルマップ）を以下のとおり整理し、研修を実施します。 

 

【図表 3-2 スキルマップ】 

領域 スキル スキル内容 
DX 推進 
ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

DX 推進 
リーダー 

推進員 

マ
イ
ン
ド 

マネジメント ＤＸ推進リーダーの取り組みの概要や目的を理解し、

ＤＸ推進をマネジメントすることができる。 
●   

リーダーシップ・協

働 

リーダーとしてＤＸ推進にかかるプロジェクトを企画・立案

し、関係者と連携して業務を進めることができる。 
 ●  

ＤＸ基礎 ＤＸに関する基礎的な知識を有している。 ● ● ● 

Ｉ
Ｔ 

ＩＴ基礎 ＩＴに関する基礎的な知識を有している。 ● ● ● 

ＡＩ基礎 ＡＩに関する基礎的な知識を有している。 ● ● ● 

 ＩＴを正しく理解し、効率的に利活用できる力 

例：技術動向／インフラ等 

： 
データの重要性を理解し、適切に取り扱う力 

例：データサイエンス／データ利活用等 

: 
問題解決型思考に基づき課題設定・解決できる力 

例：デザイン思考／課題設定・解決等 

: 
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領域 スキル スキル内容 
DX 推進 

ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 
DX 推進 

リーダー 推進員 

Ｉ
Ｔ 

情報セキュリティ

基礎 

情報セキュリティに関する基礎的な知識を有している。 ● ● ● 

ＩＴ活用 ＩＴ技術を活用し、業務改善ができる。  ●  

デ
ー
タ 

データ基礎 データ利活用に関する基礎的な知識を有している。 ● ● ● 

データサイエンス データ分析を活用し、ＥＢＰＭを行うことができる。  ●  

デ
ザ
イ
ン 

デザイン基礎 デザイン思考に関する基礎的な知識を有している。 ● ● ● 

ＵＸ／ＵＩデ

ザイン 

行政サービスの利用者のニーズに対して、提供すべき価

値を把握した上で、サービスを企画できる。 
 ●  

問いのデザイン サービス利用者（住民・職員）の問題・課題を論理的

に整理し、具体化できる。 
 ●  

対話のデザイン 業務の課題整理や見直しのため、課の職員との対話の

場を円滑に進めることができる。 
 ●  
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4. 研修実施概要 

4.1. 研修実施の狙い 

研修実施の本質的な狙いは、単にスキルを習得することではなく、ＤＸ推進を自分ごとと捉え、実践的に動け

る意識と行動を生み出すことです。この狙いに基づく研修の実施方針を以下に示します。 

 

 ＤＸ推進リーダー 

各課でＤＸ施策案が作れるスキル作りを主目的とし、デジタルに関する幅広い知識や周囲を巻き込む力、立案

スキルを養います。 

 

＜必要とされるスキル＞ 

 ＤＸ推進リーダー及びＤＸ推進員の役割や価値を理解する  

 ＤＸ推進リーダーとしての具体的な貢献の仕方を理解する 

 既存の業務フローや既成概念を変えることの必要性を理解する 

 デジタル技術に関する知識を広く浅く身に着け、ＤＸに関するトレンド用語を含む対話が可能な状態にする 

（ＩＴパスポートのテクノロジー系領域の知識を理解する） 

 国内外のＤＸ事例について、用いられているデジタル技術の概要と、生み出されている新たな価値が 

見抜ける状態にする（ＩＴパスポートのストラテジ系領域の理解をする） 

 
 

 ＤＸ推進マネージャー、ＤＸ推進員 

ＤＸ推進リーダーは各課で実施するＤＸ推進活動を、ＤＸ推進マネージャーやＤＸ推進員を巻き込んで実施

する必要があります。ＤＸ推進マネージャーやＤＸ推進員は、ＤＸ推進リーダーがより重いＤＸ推進責任を有して

いることを理解・共感し、協力や支援を行うマインドを身に付けるなど、ＤＸ推進リーダーの味方作りを主目的とした

研修を実施します。 

 

 

＜必要とされるスキル＞ 

 ＤＸ推進リーダーの役割や責任、価値を理解する（副次的にＤＸの概要を理解する） 

 ＤＸ推進マネージャーまたはＤＸ推進員として具体的な貢献の仕方を自ら考えられるマインドを有する 

（副次的に他市ＤＸ事例も理解する） 

 既存の業務フローや既成概念を変えることの必要性を理解する（ＤよりもＸの要素を優先し知識習得する） 

 

 ＤＸ推進アドバイザー 

各課のＤＸ推進リーダー等の活動を支援するためのスキル作りを主目的とし、より高度なデジタル技術や専門分

野の知識の習得を目指します。 

 

 

＜必要とされるスキル＞ 

 ＤＸ推進リーダー及びＤＸ推進マネージャー、ＤＸ推進員の役割や価値を理解する  

 より専門的な知識を習得し、ＤＸ推進リーダー等の活動を技術面でサポートする 
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4.2. スキル領域と学習ステップ 

研修は、下位層に当たる「知の形成」を３つのスキル領域（ＩＴ、データ、デザイン）ごとに学び、これを基盤としてデ

ジタル人材の役割に応じ上位にステップアップすることで、実践的なスキル習得を行います。なお、各学習における研修

実施内容及び対象者は「5.研修内容」に示します。 

 

【図表 4-1 デジタル人材育成の基本ステップ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

【図表 4-2 デジタル人材育成の基本ステップの全体図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※デジタル人材の任命年度に関わらず、各年度内における動画の視聴は、全職員が常時可能とする（自主学習）。 

 

 

 

知の活用（現場実践） 

対象：ＤＸ推進リーダー 

ステップ 

３ 

集合研修を中心とする学習 

知の形成（インプット） 

対象：デジタル人材全員 

ステップ 

１ 

動画を中心とする学習 

知の利用（アウトプット） 

対象：ＤＸ推進リーダー 

ステップ 

２ 

集合研修を中心とする学習 

行政課題へのＤＸ施策立案 

令和５年度 令和６年度 

 

令和７年度 

 

 

R５年度対象者 

 

R６年度対象者 

 

R７年度対象者 

 

知の形成（最新動向） 

 

 

 

実践訓練   

集合研修   

動画研修   

知の活用 

 
知の利用 

知の形成 

 

自主学習 

知の活用 

 
知の利用  

知の活用 

 
知の利用  

知の形成（最新動向） 

 

 

自主学習 

自主学習 自主学習 

自主学習  知の形成 

 知の形成 



 

11 
 

4.3. ＤＸ推進リーダーのコミュニティ形成 

本市のデジタル人材育成には、ＤＸ推進リーダーによる学びや施策立案などの活動が極めて重要です。業務の遂行

とＤＸ推進リーダーの活動の両輪を止めることなく推進するために、ＤＸ推進リーダーはＤＸ推進リーダー同士で数名

のユニットを形成し、研修受講中だけでなく研修終了後も続く、関係性を構築します。ユニット単位でコミュニティを構築

することで、研修やＤＸ推進活動に対する責任感や意欲の維持と、孤立感の排除を目指します。 

 

【図表 4-3 ＤＸ推進リーダーコミュニティのイメージ】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.3.1. ユニットの概要と形成方法 

ＤＸ推進リーダー６名程度で１ユニットを形成し、研修受講年度を通じて固定のメンバーで活動します。同一年

度のＤＸ推進リーダー対象研修のうち初回の集合型研修でユニットを形成します。部署や担当業務の異なる職員が、

組織横断のコミュニティを形成することで、全庁的なＤＸ推進の機運醸成を狙います。 

 

4.3.2. 知識習得の分業と協力 

ユニットメンバーは一部の知識やスキルの習得を分業化して実施し、ユニットメンバー全員を通じて互いに知識補完

できる関係性を構築します。このため一部の研修は分担制で受講します。分担して習得した知識やスキルは、別途研

修の中で相互に報告・共有する枠組みを設け、１つのユニットとして共同体的知識を保有する組織とします。 

相互の知識補完を前提とした学習を行うことで、自らの担当領域の学習に責任と能動性を生み、個々のメンバー

の学習効果を高めます。また相互補完関係は研修受講年度以後の関係性継続も期待でき、所属部署だけの視点

ではなく、全庁的な視点でＤＸの推進を見つめる視座を養います。なお、分担受講する講座は「６.育成スケジュール」

で示します。 

  

ユニットＡ(６名の場合) コミュニティ形成の特徴・メリット 

 ＤＸ推進リーダー数名で１ユニットを形成 

 習得分野を分担することによる負担感の

減少と、学習に対する責任感の醸成 

 ＤＸ推進活動における孤立感の排除 

 組織を横断したコミュニティ形成による全

庁的なＤＸ推進の機運醸成 

ＤＸ推進リーダーコミュニティ 

ユニットＢ 

ユニット C・・・ 

ＩＴスキル 

保持者２名 

デザインスキル 

保持者２名 

データスキル 

保持者２名 
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4.4. ＤＸ推進への提案活動 

デジタル人材は研修受講後に、業務効率化や行政サービス向上の取り組みなどそれぞれの部署に適したＤＸを自

律的に推進することが求められます。デジタル人材がこうした活動を能動的に行えるよう次のような２種類の活動指標

を設けます。指標に基づきＤＸ推進のための具体的な企画・提案の機会を増やすことで、各課が自主的にＤＸ活動

を推進することを目指します。 

 

【図表 4-4 デジタル人材の活動指標】 

  

 

 

 

 

 

 

 

4.4.1. 提案活動の支援体制 

ＤＸ推進リーダーは各所属のＤＸ推進員と協力し、各所属における改善すべき課題を収集するとともに、ＤＸ推

進リーダーユニットのメンバーに共有します。収集した課題を基に、課題解決に向けたＤＸ施策をＤＸ推進リーダーユ

ニットごとに企画します。 

企画されたＤＸ施策は、翌年度、必要に応じて政策推進課や行財政改革課に提案し、施策実現に向けた具体

的な動きを共同で実施します。 

 

【図表 4-5 ＤＸ推進への提案活動のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案に向けた支援 

ＤＸ推進アドバイザー（ＩＣＴ戦略課） 

市民サービスを向上させるための 

ＤＸの検討 

行政サービスの向上や新規サービスの企画立案など、市民サービスの価値

を高めるＤＸ施策の提案が１点以上あること。 

職員の業務効率を高めるための 

ＤＸの検討 

職員の業務を改善するＤＸ施策の提案数。職員の業務を改善するＤＸ

施策の提案数が１点以上あること。具体的には、職員の満足度の改善、職

員の業務スキルや知識の改善、システム等環境の改善等が想定される。 

ＤＸ活動の有無を判断する指標 

施策提案数を 
全庁的に公開 

（課ごとの件数のみ） 

評価を踏まえ、案件により 

政策推進課・行財政改革課と協議 

ＤＸ推進員（各課） 

  DX 
施策 

  DX 
施策 

ＤＸ推進リーダーコミュニティ 

各課のＤＸ推進員と協力してＤＸ施策を作成 

ユニット ユニット 

  DX 
施策 

ユニット 

支援 

報告 

提案 
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4.4.2. ＤＸ推進アドバイザーによる提案活動の支援（ＩＣＴ戦略課） 

ＤＸ推進アドバイザーは、各課からのＤＸ施策提案の活動を活性化するために、提案された施策の全庁的な共

有を可能とするプラットフォームの運用を行います。また、施策を閲覧した職員が、意見やアイデアを投稿できる双方向

的な情報交換機能を付与し、特定のＤＸ推進活動が孤立しない仕組み作りを行います。 
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5. 研修内容 

研修は集合研修を始め、動画視聴など多様な手法を用いて効果的に実施します。なお、研修内容や研修対象者は、

年度ごとの研修の進捗や効果に合わせ、ＩＣＴ戦略課において年度単位で見直すものとします。 

なお、令和５年度においては、首長・幹部職員向けに国内の動向や本計画の理解を目的としたＤＸ推進セミナーを

別途実施します。 

 

5.1. ＤＸ推進リーダー、ＤＸ推進マネージャー、ＤＸ推進員の研修内容 

ＤＸ推進リーダー、ＤＸ推進マネージャー及びＤＸ推進員を対象とする令和５年度の研修名及び研修概要を以

下に記します。 

 

【図表 5-1 令和 5 年度研修実施内容】 

スキル

領域 

研修名 

【実施形態】 

＜ステップ＞ 

時間 研修概要 

ＤＸ 

推進 

リーダー 

・ＤＸ推進 

マネージャー 

・ＤＸ推進員 

令和５年度 ２５０ ８５０ 

育成人数 令和６年度 １５０ ４００ 

令和７年度 １５０ ４００ 

マ イ ン

ド セ ッ

ト 

ＤＸマインド醸成

【動画】 

＜知の形成＞ 

１時間 ＤＸに関して職員として身に付けるべき基礎知識を学

ぶ。またデジタル人材の分類や役割を理解し、一人ひと

りの職員が果たすべきＤＸ推進の責任と、ＤＸ推進の

先にあるメリットを把握する。 

〇 〇 

ＤＸマインド醸成 

【ワークショップ】 

＜知の形成＞ 

２時間 動画学習の内容を自分ごととして認識し、ＤＸ推進リ

ーダーとしての自覚ある行動を促すため、ＤＸ推進リー

ダーが集い、活動へ向けての機運を醸成する。 
〇  

ＩＴ ＩＴ技術動向 

【動画】 

＜知の形成＞ 

３時間 ＶＲ・ＡＲ・ＩｏＴ・ＡＩ・ビッグデータなど、ＤＸを支

えるテクノロジーの基礎を学ぶ。テクノロジーがどのように

価値を生み出すかを様々な事例とともに学ぶ。 
〇 〇 

情報セキュリティ

対策セミナー 

（J-LIS）【動

画】 

＜知の形成＞ 

５時間 国、自治体の情報セキュリティの動向を理解し、最近の

情報セキュリティの動向を知ることにより、情報システム

部門においてセキュリティ対策に必要な基本的な知識を

習得する。 
〇 〇 

テクノロジー活用

方法の考察 

 【ワークショップ】 

＜知の利用＞ 

３時間 動画学習で得た知識を基に、ワークショップ形式でデジ

タル技術の活用アイデアを発散し、その効果や価値を対

話式に学ぶ。技術そのものではなく、技術が人々にもた

らす効果や価値をとらえる力を身に付ける。 

〇  

データ データ利活用入

門セミナー 

（J-LIS）【動

画】 

＜知の形成＞ 

４時間 課題解決のために必要なデータ利活用の意義や必

要性を知るとともに、データの取得方法や管理方法

の基礎知識を身に付ける。行政サービスの向上や政

策の立案に役立てるためのデータ活用とはどのような

ものかを自ら検討できる知識を身に付ける。 

〇 〇 

データ利活用演

習 

【セミナー】 

＜知の利用＞ 

６時間 業務内でデータを活用する際に必要となる基礎的な

スキルを身に付ける。データの読み取り方、扱い方、

分析方法、結果の捉え方など、汎用的に活用できる

知識とスキルを身に付ける。 

〇  
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スキル

領域 

研修名 

【実施形態】 

＜ステップ＞ 

時間 研修概要 
DX 推進 

リーダー 

・ＤＸ推進 

マネージャー 

・ＤＸ推進員 

令和５年度 ２５０ ８５０ 

育成人数 令和６年度 １５０ ４００ 

令和７年度 １５０ ４００ 

デザイ

ン 

はじめての『デザイ

ン思考』基礎講

座（マナビ DX）

【動画】 

＜知の形成＞ 

１時間 デザイン思考を実践するための大前提である基礎知識

（考え方、必要性、マインド、プロセス）を身に付ける。 

〇 〇 

問題解決とアイデ

ア創造の基礎

【動画】 

＜知の形成＞ 

１時間 現場に存在する問題を適切に解決するための論理的

思考を身に付ける。また問題解決を行うための新たなア

イデアの形成手法について、その代表的な手法を習得

する。 

〇 〇 

問題・課題の構

造化 

【ワークショップ】 

＜知の利用＞ 

３時間 自部門の業務における問題・課題を論理的に整理し

構造化する手法について、体験を通じて身に付ける。 

また、ユニット単位で分業式に習得したスキルを他者へ

シェアし、知識とスキルの補完関係を構築・維持する。 

〇  

アイデア創造 

【ワークショップ】 

＜知の利用＞ 

３時間 理想を実現するためのアイデア創造のプロセスや方法論

について自らの体験を通して習得する。 〇  

対話促進・ファシ

リテーション実践 

 【セミナー】 

＜知の利用＞ 

３時間 業務の課題整理や施策検討などの対話の場を円滑に

運用するためのファシリテーションテクニックを身に付ける。 〇  

実践 行政施策アイデ

アソン 

【ワークショップ】 

＜知の活用＞ 

３時間 各課で変革を生み出す行政施策を立案するために、

対話式にアイデアを創出する一連の流れやテクニックを

体験的に習得する。 〇  

学びや活動のリフ

レクション 

【ワークショップ】 

＜知の活用＞ 

３時間 自らの学びの形跡とＤＸ推進施策の検討活動で得ら

れた経験値を把握し、これからのＤＸ活動へのアプロー

チ方法を検討する。 〇  

各課のＤＸ活動

推進【動画】 

<知の活用> 

0.5時間 ＤＸ推進リーダーがＤＸ推進員等と協力し、各課でＤ

Ｘ推進アイデアを検討する取り組みの概要と目的を改

めて理解し、ＤＸ推進リーダーを支援する必要性を理

解する。 

 〇 

ＤＸ施策立案 

＜知の活用＞ 

－ ＤＸ推進リーダーのユニットごとに自所属のＤＸ推進員

と協力してＤＸ施策を企画する。 〇  

※Ｊ－ＬＩＳ及びマナビＤＸの研修メニューは、令和５年３月現在のものとなります。 

 

5.2. ＤＸ推進アドバイザーの研修内容 

ＤＸ推進アドバイザーの育成は、ＤＸ推進リーダーの研修を任意で受講するものとし、さらに、より高度なデジタル技

術に関する知識を習得するため、別途研修を設けることとします。 
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5.3. 効果測定 

研修活動全体を通じて、研修受講者に対し、研修受講後にアンケートを実施するなど、効果測定を実施します。 
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6. 育成スケジュール 

令和５年度の受講対象者別育成スケジュールを以下に示します。受講対象者は、「5.1. ＤＸ推進リーダー、ＤＸ推

進マネージャー、ＤＸ推進員の研修内容」に記載の通りとします。なお、令和６年度～７年度も同様のスケジュールとしま

すが、年度ごとに見直しを行います。 

 

【図表 6-1 令和５年度 対象者別育成スケジュール】 

A) ＤＸ推進リーダー 

～5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10～１月 2 月 

       

       

   
 

    

       

       

※１ 動画は研修期間以降も繰り返し視聴できることとする。視聴可能期間は各年度末までと定める。 

※２ 知の形成は動画中心の学習となり、「ＤＸマインド醸成ワークショップ」のみ集合研修とする。 

※３ ＤＸ施策立案では、ＤＸ推進リーダーコミュニティのユニット単位で立案することとする。 

  

知の活用（現場実践） 

【集合研修】 

知の利用（アウトプット） 

【集合研修】 

知の形成（インプット） 

【動画】 ※1、２ 

Ｉ
Ｔ
技
術
動
向
講
座 

人選等 

準備 

Ｄ
Ｘ
マ
イ
ン
ド
醸
成
（
動
画
・
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
） 

テクノロジー活用方法

の考察ワークショップ 

行
政
施
策
ア
イ
デ
ア
ソ
ン
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ 

Ｄ
Ｘ
施
策
立
案 

※
３ 

データ利活用演習 

問
題
・
課
題
の
構
造
化
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ 対話促進・ファシリ

テーション実践 

学
び
や
活
動
の
リ
フ
レ
ク
シ
ョ
ン
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ 

各課における DX 

施策立案 

【自主活動】 

ユニット全員活動 

デ
ー
タ
利
活
用
入
門
講
座 

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
講
座 

問
題
解
決
と
ア
イ
デ
ア
創
造
の
基
礎
講
座 

ＩＴ分野 

特化メンバー 

データ分野 

特化メンバー 

デザイン分野 

特化メンバー 

ア
イ
デ
ア
創
造
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ 

デ
ザ
イ
ン
思
考
基
礎
講
座 

総学習時間：約 40 時間 

ユニット 
結成 

分野別活動 ユニット全員活動 
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B) ＤＸ推進マネージャー、ＤＸ推進員 

～5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10～11 月 

      

 

※１ 動画は研修期間以降も繰り返し視聴できることとする。視聴可能期間は各年度末までと定める。 

※２ ＤＸ推進マネージャーのみを対象とする。 
 

 

  

知の形成（インプット） 

【動画】 ※１ 
人選等 

準備 

Ｉ
Ｔ
技
術
動
向
講
座 

Ｄ
Ｘ
マ
イ
ン
ド
醸
成 

デ
ー
タ
利
活
用
入
門
講
座 

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
講
座 

問
題
解
決
と
ア
イ
デ
ア
創
造
の
基
礎
講
座 

デ
ザ
イ
ン
思
考
基
礎
講
座 

各
課
の
Ｄ
Ｘ
活
動
推
進 

※
２ 

総学習時間：16 時間 
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7. 人材育成を加速する方策 

デジタル人材が、自らの役割について自覚を持ち、能動的に学習や活躍を行うためには、研修の実施に加え、制度

や環境の整備を行い、組織的な後押しをすることが必要です。本市では、以下のような制度や環境の整備を、長期的

な活動として取り組んでいきます。 

 

【図表 7-1 人材育成を加速する方策】 

  

 研修内容にとどまらず、ＩＴパスポート試験等の資格取得等を奨励し、学習や受験に伴う

費用負担等を支援する制度を整備する。 

 デジタル人材が、業務時間の一定割合をＤＸ活動に充てる仕組みの検討およびＤＸ活

動を人事考課に加味できる評価制度を整備する。 

制度整備 

     

 

 

受講者が自らデ

ジタル人材としての

自覚を持ち、能動

的に活躍できる制

度を整備する 

 周辺の職員の理解のもと、研修受講者が学びやＤＸ活動に専念できる場所や環境を整

備する。学ぶことを業務の一環とできる環境作りを意識する。 

 研修受講者が、ＤＸに関する意見や情報を職場へ発信できる環境を整備する。発信内

容は関係者が容易に閲覧できるようにする。 

環境整備 

    

 

 

デジタル人材と

非デジタル人材

の良質な関係を

維持できる職場

環境を整備する 
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8. 用語の定義 

本方針に記載されている用語を説明します。説明内容は本方針で定義する内容であり、他の異なる解釈もあります。 

 

【図表 8-1 用語の定義】 

用語 説明 

ＡＩ 
Artificial Intelligence の略で、人口知能と訳され、人間の知的ふるまいの一部

を、ソフトウェアを用いて人口的に再現したもの。 

ＡＲ 
Augmented Reality の略で、拡張現実と訳され、現実世界にバーチャルの情報

を追加し、重ね合わせて表示することで、現実を拡張させる技術。 

ＤＸ 
Digital Transformation の略で、デジタル技術やデータなどを活用し、新たな発

想で生活やビジネスモデル・サービスなどを変革させること。 

ＥＢＰＭ 

Evidence-Based Policy Making の略で、政策の企画立案をその場限りのエピ

ソードに頼るのではなく、政策目的を明確化した上で政策効果の測定に重要な関

連を持つ情報やデータ（エビデンス）に基づくものとすること。 

ＩｏＴ 

日本語では「モノのインターネット」と訳され、あらゆる「モノ」がインターネット経由でつ

ながり、情報をやりとりすることを意味する。IoT の仕組みを活用することにより、新

しいサービスを生み出したり、問題解決に役立てたりすることができる。 

ＶＲ 

Virtual Reality の略で、仮想現実と訳される。デジタル上の仮想空間や、仮想

空間を作り出す一連の技術。従業員の各種トレーニングや医療現場などビジネス

にも使われている。 

データサイエンス 
高度なデータ分析を行うために、データの洗い出し、集計、操作など、分析するデー

タを準備し、そこから有益な情報や新しい価値を見つけ出すこと。 

デザイン思考 ニーズから課題を抜き出し、その課題をもとに解決策を設計していく思考法。 

ビッグデータ 

ビッグデータは多様かつ大量のデータの総称。インターネットの発展と共に人や機器

から生成される様々なデータの総量は爆発的に増加した。これらを適切に管理し、

テクノロジーを組み合わせることで、これまでにない新しいサービスや製品が生み出さ

れることなどが期待されている。 

 

 



 

 

 

 

 

 

四日市市デジタル人材育成計画 

令和５年３月 

作成 総務部 ＩＣＴ戦略課 

 

 

四日市市デジタル人材育成計画 

令和５年１月２２日 

作成 総務部 ＩＣＴ戦略課 

 

 


